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NY マーケットレポート（2018 年 2 月 21 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、FOMC の議事録公開を控えて様子見ムードが強まっており、ドルは底固い動きとなった。そして、FOMC の議事録公

開では、当初利上げペースの加速につながる内容ではないと受け止められたことから、ドルは主要通貨に対して下落した。しか

し、メンバーが、米景気や物価が上向くとの見通しを強めたことが明らかになると、今年の利上げペースの加速への期待感が高

まり、ドルは上昇に転じた。一方、米長期金利の指標となる 10 年債利回りは、一時 2014 年 1 月以来約 4年 2ヵ月ぶりの高水準

となり、政策金利の動向に敏感な 2年債利回りも 2008 年 9 月以来約 9年 5ヵ月ぶりの高い水準となった。    

 

 

米主要経済指標の結果 

 

1 月中古住宅販売件数 538 万件（予想 560 万件・前回 557 万件 ⇒ 556 万件） 

 

1 月中古住宅販売件数（前月比） -3.2％（予想 0.5％・前回 -3.6％ ⇒ -2.8％） 

 

1 月の米中古住宅販売件数は、年率換算で前月比-3.2％の 538 万件となり、市場予想を下回った。前年比では-4.8％となり、2014

年 8 月以来、3 年 5 ヵ月ぶりの大きな落ち込みとなった。一戸建て住宅は、前月比-3.8％の 476 万件、集合住宅は+1.6％の 62

万件だった。成約物件の中間販売価格は前年比+5.8％の 24 万 500 ドル、平均販売価格は+4.7％の 28 万 2100 ドルだった。地域

別では、北東部が前月比-1.4％、中西部が-6.0％、南部は-1.3％、西部が-5.0％だった。 
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米当局者の発言、主な FOMCの議事録内容 

 

フィラデルフィア連銀総裁 

・今年は 2回の利上げ適切になると再表明 

・今年 2.5％、来年 2％前後の GDP 成長率に 

・米失業率、来年半ばまでに 3.6％に低下へ 

・インフレ率、来年末までに 2％以上に 

 

 

ダラス連銀総裁 

・緩和解除を待つ期間が長くなり過ぎるリスク 

 

 

ミネアポリス連銀総裁 

・『さらなる』の文言、現在の軌道継続を示唆 

・米金融当局は市場の上下を容認するべきだ 

 

 

FOMC 議事録 

・成長加速で追加利上げの可能性高まると過半数が判断 

・インフレの目標未達リスクがかなり高いと一部は判断 

・議決権有する委員、『さらなる』の追加に同意（見通し改善で） 

・漸進的な利上げ姿勢がなお適切との見解で一致 

・2018 年の経済成長ペースは持続可能、労働市場は一層力強さを増す 

・労働市場の引き締まり、賃金上昇ペースの加速につながる 

 

 

主要株価は堅調な動きが続くも、終盤に下落に転じる 

 

米株式市場は、米国の企業業績が好調であることを材料に、主要株価は序盤から堅調な動きが続いた。そして、FOMC の議事録

を受けて、一時上げ幅を拡大したものの、その後に利上げペースの加速が意識されたことから下落に転じ、主要株価は続落とな

った。 

 

 
出所：Bloomberg 
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出所：データを基に SBILM が作成 

 

 

FOMC議事録を受けてドルは下落後に反発 

 

注目された FOMC の議事録の公開では、当初利上げペースの加速につながる内容ではないと受け止められ、ドルは主要通貨に対

して下落した。しかし、メンバーの米景気や物価見通しがタカ派的だったことから、今年の利上げペース加速への期待感が高ま

り、ドルは上昇に転じた。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 
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本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


